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研究成果の概要（和文）：カスタマー・アドボケイト（以下、CA）の中心概念、先行要因、成果要素の抽出と整
理を行った。そして、CA活動によって、消費者のウェルビーイングが高めることが確認できた。顧客経験から直
接的なウェルビーイングへの影響とCA活動を媒介した影響を定量的に考察した。
消費者行動面だけでなく、企業戦略からのアプローチも行った。企業へのインタビューから企業にとって多様な
CAの創出法や活用法が存在することを発見した。CAの要素を組み込んだ企業戦略として活用するカスタマー・ア
ドボカシー志向の成果モデルを導出して定量的に実証することで、頑健性のある成果モデルを構築することに成
功した。

研究成果の概要（英文）：Extracting and organizing the central concepts, antecedents, and 
consequences of Customer Advocacy (CA) has been accomplished. The confirmation of CA activities 
positively impacting consumer well-being has been established. Quantitative analysis has been 
applied to examine both the direct influence of customer experience on well-being and the mediating 
effect of CA activities.

In addition to analyzing consumer behavior, a strategic approach from the standpoint of businesses 
has been undertaken. Interviews with various companies have unveiled diverse methods and approaches 
for generating and leveraging CA. By deriving and empirically demonstrating a robust consequence 
model that incorporates CA elements into corporate strategies with a customer advocacy focus, a 
solid framework has been successfully constructed.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
カスタマー・アドボケイト（以下、CA）の中心概念、先行要因、成果要素を包括的にモデル化したことは学術的
に意義がある。これにより、CAを特徴的に表す要素が明確化でき、CAの創出法が分かることで、企業の実務的な
マーケティングに活用できる。また、CAを含んだ企業戦略としてカスタマー・アドボカシー志向モデルの構築
は、学術的な独自性が高い。これにより、CAの活用が企業業績に効果があることが分かり、企業はCAの活用の意
義を把握することがきるようになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
顧客志向のマーケティング戦略を推進する上で、顧客からのロイヤルティは企業が継続的な

利益を得るための重要な要素である。そのロイヤルティの程度が、最も極まった形態を「カスタ

マー・アドボケイト（以下、CA）」といい、その研究がますます重要になってきている。しかし、

いまだその概念は曖昧なまま，理論的な議論が続いている。 

CA とは、顧客が見込顧客から成長する過程において、ロイヤルティが最も極まった最終形態

を指す。デジタル化が進み透明性が求められる環境において効果的な CA を活用したマーケティ

ングを行う企業が増えている。本来、このような企業が実用的に CA を活用し得るモデルの構築

を目指すべきである。ところが従来の CA 研究は、中核概念について論文レビューより導かれた

もので実証的に分析されておらず、先行要因や成果要因についても論文レビューより導いた単

純なモデル上の相関関係を示す程度に止まっており、実務上の課題を解決するには十分ではな

いのが現状である。 

 

２．研究の目的 

 

本研究の目的は、CA の特徴を分析し概念形成に影響を与える要因を考察することである。ま

た新たな成果要素の発見も目的にした。 

 

３． 研究の方法 

 

（１） 先行研究調査 

消費者行動、サービス・マーケティング、ブランドなど直接的に関係が深い分野からマーケテ

ィング全般、そして他の分野まで幅広く論文および書籍から先行研究レビューを行った。また、

幅広いテーマで研究会や学会などにも積極的に参加し、最新の理論や周辺理論の把握に努めた。 

 

（２） 消費者に対する定性調査 

一般消費者向けに自由回答方式でアンケート調査を行い、得られた定性データについて質的

テキスト分析を行って、CA の中心概念、先行要因、成果要素を抽出し整理した。 

 

（３） 消費者に対する定量調査 

調査会社のサンプルを使って、一般消費者向け定量調査を行い、得られた定量データについて

統計分析を行った。 

 

（４） 企業に対する調査 

CA を企業のマーケティング活用する企業に対してインタビューを行うことで、企業における

様々な CA の活用法について把握することで、消費者サイドと企業サイド両面から複合的な調査

を行った。 

 

４．研究成果 



 

（１） CA の中心概念の解明 

先行研究レビューから CA の構成要素については、「ブランドを推奨する意向」と「ブランド

の購入を促す意向」の２つの質問が多くの研究で採用され、この２項目で構成要素とする研究が

あり（Jones and Taylor 2007; Xia and Kukar-Kinney 2013）。この２つに「正のクチコミ」を加えた

３つの質問項目を採用する研究も存在する（Yi and Gong 2013; Shukla 2016）。先行研究レビュー、

一般消費者向け定性調査および定量調査により、CA の中心概念を整理した  (山岡, 2023)。 

 

（２） CA の先行要因の分析 

 先行研究レビューから CA の先行要因として、｢顧客信頼｣｢顧客満足｣｢感情的コミットメント｣

が認められた。その他、先行研究レビューおよび定性調査からクチコミが発生する動機、ブラン

ドに対するアイデンティティ、顧客経験なども先行要因として確認することができ定量的に考

察した。 

 

（３） CA の成果要素の分析 

先行研究レビューおよび定性分析から CA における消費者行動の成果要素として、｢支払意欲 

(WTP)｣｢ブランドスイッチの低下｣｢再購買｣などが認められた。さらに、定量モデルとして考察

を行った。 

 

（４） CA の企業事例研究 

企業へのインタビューから CA の企業でのマーケティングにおける活用事例を整理した。CA

をアンバサダーとして任命することで、マーケティング・コミュケーションに活用する企業、CA

を製品開発プロセスに活用し潜在ニーズを抽出する企業、独自性の高い製品を開発しイベント

など活用して、製品から企業に CA を育てる企業、企業利益より顧客利益を優先する活動により

CA を創造している企業など、企業にとって多様な CA の創出法や活用法が存在することを発見

した (山岡, 2023)。 

 

（５） CA を取り入れた企業戦略としてのカスタマー・アドボカシー志向モデルの構築 

CA の要素を組み込んだ企業戦略として活用するカスタマー・アドボカシー志向の成果モデル

を導出して定量的に実証することで、頑健性のある成果モデルを構築することに成功した (山岡, 

2020)。 

 

（６） CA 活動によるウェルビーイングへの影響 

CA 活動によって、消費者のウェルビーイングが高めることが確認でき、これは CA の新たな

成果要素に位置づけられる。顧客経験から直接的なウェルビーイングへの影響と CA 活動を媒介

した影響を考察したところ、ヘドニック・ウェルビーイングおよびユーダイモニック・ウェルビ

ーイングへは異なる効果があることを定量分析により発見した。 
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